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高齢社会総合研究機構はGerontology（ジェロントロジー）とい

う学問体系に則っており、多面的な研究開発を推し進めている。

両の」会社域地「と」）齢加：グンジイエの人個（個「、はに的体具

面から諸問題の解決に取り組むために、学際的・総合的・実践

的な知の体系（総合知）を創成し、分野横断型の課題解決型実

証研究（アクションリサーチ）を行っている。少子高齢化を基盤と

する超高齢社会に対して、多様な問題が山積されており、それら

に対して多角的視点から焦点を当て、新たな知識と技術を地域

社会に還元し、さらに実装する研究を推し進めている。特に、地

域連携・産官学民協働・国際連携にも重きを置きながら、新た

な地域社会の在り方を新たな知見を生み出し、エビデンスベー

スの政策提言も行う。また、その卓越性のある総合知から変革

を駆動できるジェロントロジー研究拠点として、地域活力のある、

及び多様性のある次世代型の超高齢社会の実現に向けて、我々

の新知見を国内外に発信することを目指している。

高齢者も「社会の支え手」となり、長生きを喜べる長寿社会へ

わが国は世界の他のどの国も経験したことのない超高齢社会に

向かっており、しかも高齢者が増加するなかで、特に75歳以上

の後期高齢者が急増していくことも予測されている。具体的に見

てみると、2005年から2030年までには後期高齢者人口が倍増

し、同時に認知症や独居高齢者も激増していきながら多死時代

にも突入する。その多死時代は2039～ 2040年頃がピークとも

推計されている。この少子高齢化がわが国で進んでいる中で、急

激な人口構成の変化に対応し、医療/介護を含む社会保障、居

住環境、社会的インフラ、就業形態、そして住民同士のつながり（自

助・互助も含む）をはじめとした「地域コミュニティのあり方」を再

考し、社会システム全体を組み替える必要性が目前に迫ってい

る。健康長寿社会の実現に向けて、わが国は大きな分岐点に立

っているのだろう。行政主導の公的財源によるヘルスケア施策に

はある程度の限界も来ており、長生きを喜べる長寿社会を実現

するために、住民活力を中心とした自助・互助の地域づくりを再

度強化する必要がある。そのためには、住民自身への再認識を

促し、モデル性の高い主体的な住民活動の風土づくりも必要で

あり、産官学民協働によるこだわったパラダイム転換も求められ

る。また、経済活動・地域活動への参加を促すことによって高齢

者も「社会の支え手」とする新しい社会システムを追い求めたい。

5つの視点によるまちづくりが「Aging in Place」を実現

コミュニティをリデザインするために、図に示した対策が解決すべ

き課題は、個々の高齢者の課題でもあると同時に、その手前の世

代にも当てはまる話なのかもしれない。さらには、全ての住民を抱

えたコミュニティそのものが抱えている大きな課題と言っても過言

ではない。その意味では、わが国は大きな転換期を迎えている。

一人ひとりの「個」に対して何を改めて伝え、意識変容や行動変容

に移って頂くのか、そして同時に、住民が生活している各自治体お

よびその地域において、いわゆる「受け皿」として多様な選択肢が

存在するまちづくりをどう具現化していくのか、そのまちづくりを産

官学民協働によりリデザインしていくのか、まだまだ課題は山積し

ている。これらを実現していくにあたり、特に高齢期における働き

ながら輝ける場、たとえ弱っても地域とつながり続けられる場、お

互いに支え合える風土、自己実現にもつながる地域なども必要で

リサーチビジョン

リサーチビジョン ある。わが国が新たなステージに入るために、新旧のエビデンス

にかいを」チーロプア的括包のでみるぐちま「、で上たえま踏分十を

ェロントロジー総合まちづくり研究として、特にこの5つの視点（分

野横断、産学連携、地域連携、社会実装、政策提言）に重きを置き

進めたい。それを実現し各地域に根付くことが出来れば、最終的

には我々の追い求める「Aging in Place」につながると確信している。

プロジェクトの連携から生まれる、次世代型の地域のあり方

当機構は全国の多くの自治体も出るフィールドを活用し、以下の

多様な視点に立って産官学協働によるアクションリサーチを実践

している。

忘れてならないのは、各研究プロジェクトがバラバラで独立せ

ず、一つの地域に複数のプロジェクトが存在し、有機的に連携し

合う（立体的に構築：総合知によるまちづくりのイメージ）ように

戦略的に組むべきである。さらに、評価指標として、個々人の

Quality of Life (QOL)だけに留まらず、次世代型の地域のあり

方（すなわちQuality of Community(QOC)）や経済的評価を示

す方向性の指標も必要となる。このように包括的な戦略性およ

び評価も行い、単なる研究だけではなく、その創出された知見

を地域に還元した場合の全体評価を心掛けたい。

持続可能な包括的アプローチで

「総合知によるまちづくり」を目指す

最後に、地域連携・産官学民協働を軸にしながらの分野横断型

の課題解決型実証研究（アクションリサーチ）を推し進めるにあ

たり、以下の視点を目指して欲しい。

1  新規のモデル性と全国の自治体への広域展開を視野に入

れた汎用性

2  多分野における既存制度もよく吟味した上での、具現化さ

れた産官学民協働によるチャレンジングな実行性（インパク

ト、メッセージ性、目新しさ）

3  研究のための研究に陥らず、全国の地域で活用されるエビデ

ンス、国民の心に響くエビデンスをイメージし、切れ味のある

研究デザインを構築した上での国内外への積極的な発信

4  産官学民協働の合同チーム（スクラム）だからこそなし得る業

旧新、らがなし指目を」りくづちまるよに知合総「、えま踏を上以

のエビデンスを十分踏まえた上での包括的アプローチをいかに

有効的に持続可能な形で達成するのかが重要な課題となる。ま

た、それを達成することが最終的には我々の追い求める「Aging 

in Place」につながると確信している。

【ジェロントロジー総合研究】

高齢社会対応のまちづくり

リサーチビジョン

1. 【生涯現役】：セカンドライフ生きがい地域就労、GBER（ジョブ
マッチング・アプリ）
2. 【フレイル予防（健康増進・介護予防）】：大規模高齢者コホート
研究、住民主体フレイルチェック活動、フレイル予防検知テクノロジ
ー開発
3. 【生活支援】：住民主体の支え合い機能、移動支援含む
4. 【地域包括ケアシステム～医療介護連携】：多職種協働 
(Inter-professional work: IPW)、かかりつけ医機能（医師 会と行
政の協働）、24 時間の訪問看護機能、介護の科学化 
5.【ジェロンテクノロジー】：介護支援ロボット、技術開発、移動支援
・モビリティ開発
6. 【情報システムネットワーク】：他の多くの分野におけるデジタ
ルシステム、ICT化
7. 【金融関連および法】：認知機能低下を有する高齢者における
金融関連問題およびそれに纏わる高齢者法
8. 【まちづくり】：住環境・住まい、住みこなし、次世代型の郊外住
宅
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(Inter-professional work: IPW)、かかりつけ医機能（医師 会と行
政の協働）、24 時間の訪問看護機能、介護の科学化 
5.【ジェロンテクノロジー】：介護支援ロボット、技術開発、移動支援
・モビリティ開発
6. 【情報システムネットワーク】：他の多くの分野におけるデジタ
ルシステム、ICT化
7. 【金融関連および法】：認知機能低下を有する高齢者における
金融関連問題およびそれに纏わる高齢者法
8. 【まちづくり】：住環境・住まい、住みこなし、次世代型の郊外住
宅
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背景および狙い

健康長寿社会の実現に向けて、わが国は大きな分岐点に立って

いる。行政主導の公的財源によるヘルスケア施策にはある程度

の限界も来ており、住民活力を中心とした自助互助の地域づく

りを再度強化する必要がある。

わが国では2020年には100歳以上の高齢者が8万人を超え、さ

らに2025年には高齢化率が30％を超えていく。この社会的背景

域地が身自民住「、てしと像来将るけおにィテニュミコ域地、かなの

を創り、支え合って、守っていく」という原点の考えも包含し、持続

可能な次世代型まちづくりを構築していかなければならない。しか

し、平均寿命と健康寿命の差は約10年（男女平均）とされており、

直近15年を見てもこの差が顕著に短縮できていない。経済財政

運営と改革の基本方針（骨太の方針)として、2040年までに健康

寿命を男女とも3歳以上延ばすというビジョンが掲げられ、厚生

労働省からも健康寿命延伸プランが2019年に出ている。

生き生き快活な高齢期を送るには、身体が健康であるだけでは

不十分であり、生きがい・社会参加・地域貢献・多世代交流な

どの活力を生む活動が地域の中で求められる。そのためには目

前に迫った高齢化の問題を、医療面だけでなく、心理面や社会・

人間関係、生きがいを持った就労や経済活動、ひいては地域活

性化などの視点も重要になってくる。すなわち、多面的な視点で

の「総合知によるまちづくり」として捉える必要がある。そして今こ

そ日本のヘルスケアの底上げのために、エビデンス創出とそれ

に基づいた政策立案も求められ、まさに産官学民協働によるさ

らなる健康長寿社会への挑戦の一歩を踏み出す時期である。

フレイルとは

ヒトは加齢が進むに従って徐々に心身の機能が低下し、日常生活

活動や自立度の低下を経て、要介護に状態に陥っていく。この心

身機能の（平均値を超えた）著明な低下を示す者を「虚弱」

（frailty）と一般的に呼んでおり、要介護の原因として非常に重要

であり、複数の要因によって要介護状態に至る病態と考えられて

いる。全国民への予防意識を高めるため、2014年にわれわれ日

本老年医学会から虚弱のことを『フレイル』と呼ぶことを提唱さ

れ、この新概念には次なる３つの視点が含まれている（図１参照）。

：】期時の間中【.1 健康な状態と要介護状態の中間地点

：】性逆可【.2 しかるべき適切な介入により機能（予備能力・

残存機能）を戻すことができる時期

：】的面多【.3 骨格筋を中心とした身体の虚弱（フィジカル・

フレイル）だけではなく、こころ/認知の虚弱（メンタル/コ

グニティブ・フレイル）、及び社会性の虚弱（ソーシャル・フ

レイル）が存在する

リサーチビジョン

フレイル予防研究 多様な研究アプローチ 規大者齢高（」ィデタス柏「るすとドルーィフを市柏県葉千、に特

模フレイル予防研究：主に自立高齢者が対象とし、住民基本台

帳から無作為抽出。開始時平均年齢73歳、男女比1：1）を

2012年から展開し、縦断追跡を行っている。これはサルコペニ

す価評らか面側的角多を」候兆のい老な細些「、に軸を点視のア

る形で推し進め、より早期の気づきを与えることにより住民自身

に自分事化させ、どのように意識変容～行動変容してもらうこと

を狙いとして出発した（一人の対象者に対して約260項目）。我々

のエビデンスにより、健康長寿（フレイル予防）のための3つの

参会社「」）どな動運（動活体身「」）能機腔口・食（養栄「、てしと柱

加（就労、余暇活動、ボランテイアなど）」の３つに集約し、全国

でフレイルサポーター養成研修を実践しながら、多くの自治体に

フレイルチェックを実施している。このように、高齢住民フレイル

サポーター達の新たな地域貢献を狙いながら、より早期からの

包括的フレイル予防を実現している。

個々の健康寿命を延伸し、快活なまちづくりを目指す中で、サル

コペニア研究を基盤としながら、多面的な要素で進行するフレイ

ルに対する早期予防や対策は非常に重要である。そのために

は、基礎研究から臨床応用へ、そして患者様へのフィードバック、

さらには地域コミュニティへのポピュレーションアプローチ（すな

わちFrom Bench toCommunity）の一連の流れが必要となり、

われわれ東京大学高齢社会総合研究機構の中のフレイル予防

研究チームが一丸となって新エビデンスを創出している。

リサーチビジョン

1. 柏スタディ：縦断追跡調査研究によるフレイル関連の最新エビデンス創出
2. オーラルフレイル概念構築および全国普及、
 さらには３学会合同ステートメント
3. サルコペニアの簡易スクリーニング構築
4. 全国に広がる「高齢住民主体のフレイルチェック活動」：
 2023年春の時点で全国１００自治体導入
5. オンライン版全国フレイルチェックの集い開催およびニュースレター
6. フレイル予防産業界の活性化：多様な業態の横断的取り組み、
 および神奈川県での実証
7. フレイル研究におけるテクノロジー技術開発：フレイル予兆検知、
 マルチセンサーフージョン
8. 新たな価値を含む生きがい研究：フレイルサポーターによる地域貢献活動、
 および生きがいのテクノロジー技術による可視化を活用した個人最適化
9. オンライン版全国フレイルチェックの集い開催およびニュースレター
10. フレイル予防産業界の活性化：多様な業態の横断的取り組み、
 および神奈川県での実証
11. フレイル研究におけるテクノロジー技術開発：フレイル予兆検知、
 マルチセンサーフージョン
12. 新たな価値を含む生きがい研究：フレイルサポーターによる地域貢献活動、
 および生きがいのテクノロジー技術による可視化を活用した個人最適化
13. フレイルサポーター熟練支援者における暗黙知やノウハウを収集し
 AIロボットに搭載する、次世代型健康づくり
14. 厚生労働省・新施策「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」
 におけるフレイル対策のモデル化、効果検証
15. 食事性炎症指数も盛り込んだ食支援まちづくり
16. 1964年オリンピック選手と一般地域在住高齢者の比較研究
17. 顔表情のアルツハイマー型認知症の予測能
18. 孤食と社会性の研究
      

フレイル予防研究におけるマルチアプローチを推進しており、エビ

デンスとともに地域を動かす(産官学民協働)ことを目指している。

以下の多様な取り組みを進めている。
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背景および狙い

健康長寿社会の実現に向けて、わが国は大きな分岐点に立って

いる。行政主導の公的財源によるヘルスケア施策にはある程度

の限界も来ており、住民活力を中心とした自助互助の地域づく

りを再度強化する必要がある。

わが国では2020年には100歳以上の高齢者が8万人を超え、さ

らに2025年には高齢化率が30％を超えていく。この社会的背景

域地が身自民住「、てしと像来将るけおにィテニュミコ域地、かなの

を創り、支え合って、守っていく」という原点の考えも包含し、持続

可能な次世代型まちづくりを構築していかなければならない。しか

し、平均寿命と健康寿命の差は約10年（男女平均）とされており、

直近15年を見てもこの差が顕著に短縮できていない。経済財政

運営と改革の基本方針（骨太の方針)として、2040年までに健康

寿命を男女とも3歳以上延ばすというビジョンが掲げられ、厚生

労働省からも健康寿命延伸プランが2019年に出ている。

生き生き快活な高齢期を送るには、身体が健康であるだけでは

不十分であり、生きがい・社会参加・地域貢献・多世代交流な

どの活力を生む活動が地域の中で求められる。そのためには目

前に迫った高齢化の問題を、医療面だけでなく、心理面や社会・

人間関係、生きがいを持った就労や経済活動、ひいては地域活

性化などの視点も重要になってくる。すなわち、多面的な視点で

の「総合知によるまちづくり」として捉える必要がある。そして今こ

そ日本のヘルスケアの底上げのために、エビデンス創出とそれ

に基づいた政策立案も求められ、まさに産官学民協働によるさ

らなる健康長寿社会への挑戦の一歩を踏み出す時期である。

フレイルとは

ヒトは加齢が進むに従って徐々に心身の機能が低下し、日常生活

活動や自立度の低下を経て、要介護に状態に陥っていく。この心

身機能の（平均値を超えた）著明な低下を示す者を「虚弱」

（frailty）と一般的に呼んでおり、要介護の原因として非常に重要

であり、複数の要因によって要介護状態に至る病態と考えられて

いる。全国民への予防意識を高めるため、2014年にわれわれ日

本老年医学会から虚弱のことを『フレイル』と呼ぶことを提唱さ

れ、この新概念には次なる３つの視点が含まれている（図１参照）。

：】期時の間中【.1 健康な状態と要介護状態の中間地点

：】性逆可【.2 しかるべき適切な介入により機能（予備能力・

残存機能）を戻すことができる時期

：】的面多【.3 骨格筋を中心とした身体の虚弱（フィジカル・

フレイル）だけではなく、こころ/認知の虚弱（メンタル/コ

グニティブ・フレイル）、及び社会性の虚弱（ソーシャル・フ

レイル）が存在する

リサーチビジョン

フレイル予防研究 多様な研究アプローチ 規大者齢高（」ィデタス柏「るすとドルーィフを市柏県葉千、に特

模フレイル予防研究：主に自立高齢者が対象とし、住民基本台

帳から無作為抽出。開始時平均年齢73歳、男女比1：1）を

2012年から展開し、縦断追跡を行っている。これはサルコペニ

す価評らか面側的角多を」候兆のい老な細些「、に軸を点視のア

る形で推し進め、より早期の気づきを与えることにより住民自身

に自分事化させ、どのように意識変容～行動変容してもらうこと

を狙いとして出発した（一人の対象者に対して約260項目）。我々

のエビデンスにより、健康長寿（フレイル予防）のための3つの

参会社「」）どな動運（動活体身「」）能機腔口・食（養栄「、てしと柱

加（就労、余暇活動、ボランテイアなど）」の３つに集約し、全国

でフレイルサポーター養成研修を実践しながら、多くの自治体に

フレイルチェックを実施している。このように、高齢住民フレイル

サポーター達の新たな地域貢献を狙いながら、より早期からの

包括的フレイル予防を実現している。

個々の健康寿命を延伸し、快活なまちづくりを目指す中で、サル

コペニア研究を基盤としながら、多面的な要素で進行するフレイ

ルに対する早期予防や対策は非常に重要である。そのために

は、基礎研究から臨床応用へ、そして患者様へのフィードバック、

さらには地域コミュニティへのポピュレーションアプローチ（すな

わちFrom Bench toCommunity）の一連の流れが必要となり、

われわれ東京大学高齢社会総合研究機構の中のフレイル予防

研究チームが一丸となって新エビデンスを創出している。

リサーチビジョン

1. 柏スタディ：縦断追跡調査研究によるフレイル関連の最新エビデンス創出
2. オーラルフレイル概念構築および全国普及、
 さらには３学会合同ステートメント
3. サルコペニアの簡易スクリーニング構築
4. 全国に広がる「高齢住民主体のフレイルチェック活動」：
 2023年春の時点で全国１００自治体導入
5. オンライン版全国フレイルチェックの集い開催およびニュースレター
6. フレイル予防産業界の活性化：多様な業態の横断的取り組み、
 および神奈川県での実証
7. フレイル研究におけるテクノロジー技術開発：フレイル予兆検知、
 マルチセンサーフージョン
8. 新たな価値を含む生きがい研究：フレイルサポーターによる地域貢献活動、
 および生きがいのテクノロジー技術による可視化を活用した個人最適化
9. オンライン版全国フレイルチェックの集い開催およびニュースレター
10. フレイル予防産業界の活性化：多様な業態の横断的取り組み、
 および神奈川県での実証
11. フレイル研究におけるテクノロジー技術開発：フレイル予兆検知、
 マルチセンサーフージョン
12. 新たな価値を含む生きがい研究：フレイルサポーターによる地域貢献活動、
 および生きがいのテクノロジー技術による可視化を活用した個人最適化
13. フレイルサポーター熟練支援者における暗黙知やノウハウを収集し
 AIロボットに搭載する、次世代型健康づくり
14. 厚生労働省・新施策「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」
 におけるフレイル対策のモデル化、効果検証
15. 食事性炎症指数も盛り込んだ食支援まちづくり
16. 1964年オリンピック選手と一般地域在住高齢者の比較研究
17. 顔表情のアルツハイマー型認知症の予測能
18. 孤食と社会性の研究
      

フレイル予防研究におけるマルチアプローチを推進しており、エビ

デンスとともに地域を動かす(産官学民協働)ことを目指している。

以下の多様な取り組みを進めている。
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フレイル（虚弱）の最大なる要因として、栄養の偏りや低栄養を

基盤として進行するサルコペニア（筋肉減弱）が大きな課題であ

り、そこには原点である「いつまでもしっかりと食べられる、すな

わち口腔機能の重要性」を改めて国民に意識変容を促す必要が

ある。

高齢者の食の安定性、すなわち「食力」がどのような要素によっ

て下支えされているのかを再考してみると、歯科口腔機能（残存

同時に、複数の基礎疾患（多病）やそれに付随する多剤併用（ポ

リファーマシー）、全身やお口のサルコペニア、さらには栄養問

題（栄養摂取バランスの偏り等に加え、食に対する誤認識も）な

どの要素も関与は大きい。さらに、社会性・心理面・認知・経済

的問題等の要素も軽視できない。その中には孤食などの食環境

の変化も含まれる。

以上のように、高齢者の食を考え直してみると、高齢者が低栄養

に傾いてしまう原因は多岐にわたる。そのなかで、どの高齢者に

対して安定した食生活を、そして最期の時期まで自分の口で食べ

られるように、早い段階から国民に啓発したい。この食支援およ

び口腔機能の視点は、今後フレイル予防を進める中で非常に重

オーラルフレイルは、日本で考案された概念である。従来、軽視

しがちな口腔機能の虚弱化（オーラルフレイル）をより早い段階

で評価し、早期に気づき・行動変容につなげ、さらに然るべき必

要な介入を施すことが健康長寿の達成に向けても寄与すること

が期待される。東京大学高齢社会総合研究機構が実施している

高齢者コホート研究（柏スタディ）において、歯科口腔機能や口

腔衛生状態の全16指標を評価し、そのなかで、客観的指標４項

目（①残存歯数が20本未満、②ガムによる総合咀嚼力、③最大

の舌圧、④滑舌）と主観的指標２項目（⑤半年前と比べて堅いも

のが食べにくい、⑥お茶や汁物でむせる）の6項目のうち３項目

以上において軽微な衰えとして基準値を下回った方々をオーラ

ルフレイル群と位置付けてみると、4年間の追跡調査により、身

体的フレイルやサルコペニアの新規発症がそれぞれ2.41倍と

2.13倍、要介護の新規認定が2.35倍、総死亡が２.09倍になる

高齢期の『食力』とは オーラルフレイルの概念

リサーチビジョン

オーラルフレイル研究

ことが判明した。また、オーラルフレイルには社会的フレイルに

も当てはまる高齢者が多いことも明らかとなってきた。オーラル

フレイルは身体的な衰えのみならず、社会的フレイルをも呼び

起こし高齢期の生きがいをも奪ってしまっている可能性もある。

口に関するささいな衰えを放置したり、適切な対応を行わない

ままにしたりすることで、口の機能低下、食べる機能の障がい、

さらには心身の機能低下まで繫がる負の連鎖が生じてしまうこ

とに対して警鐘を鳴らした概念である。

オーラルフレイル研究の
今後とその期待

腔口・食（養栄「、はにめたの現実寿長康健るよに防予ルイレフ

３の」加参会社やりがなつのと人「」）どな動運（動活体身「」）能機

つの柱が重要である。そこには社会や人とのつながりが非常に

重要であることも再認識すべきである。そして、オーラルフレイル

段階での早期発見・早期介入は重要な意味をもち、フレイルの

負の連鎖をより早期から断ち切る戦略として期待が高い。東京

大学高齢社会総合研究機構の中のフレイル予防研究チームで

は、歯科専門職が不在の状況（例：地域コミュニティの地域サロ

ン・通いの場など）において、簡単にオーラルフレイルの危険度

が判定できる簡易スクリーニング質問票（Oral Frailty Index-8: 

OFI-8）をすでに公表している（文献２）。いかに国民が取り組み

やすく、自己評価ができるのか、いかに口腔機能に対して新たな

意識を持ってもらうのか、さらには医科歯科連携も含めた多職種

連携をいかに加速させられるか、等の重要な方向性が重要とな

る。

文献１：Tanaka T, Iijima K,他 Oral Frailty as a Risk Factor for Physical Frailty and 
Mortality in Community-Dwelling Elderly. J Gerontol A Biol Sci Med Sci. 
2018;73:1661-1667
文献２：Tanaka T, Iijima K,他. Oral Frailty Index-8 in the risk assessment of 
new-onset oral frailty and functional disability among community-dwelling older 
adults. Arch Gerontol Geriatr. May-Jun 2021;94:104340. doi: 
10.1016/j.archger.2021.104340. Epub 2021 Jan 19.
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わが国は人類が直面したことのない超高齢社会に突入しており、

特に高齢期の適正な食習慣の維持は健康な身体を構成する上

で重要な課題である。高齢者の「食・食習慣」を守るための新し

い食文化の形成、社会性と学びを伴う新たな食の場の構築にお

いては、食品産業界には大きな役割があり、製造業による商品

開発、小売店舗やコミュニティにおけるサービス提供などと併せ

て不断の努力が欠かせないものとなる。

東大ジェロントロジー産学連携コンソーシアムの中での最も大き

な活動となっている「食の在り方研究会」においては、商品・サ

ービスの開発および改良から、高齢期の食に関係するエビデン

スの活用、同業種・異業種間との連携など、新しい視点からのビ

ジネス創出も視野に入れて取り組み始めている。分野を越えた

活体身「」養栄「柱のつ３の防予ルイレフ、はで携連ので間業企

産防予ルイレフを」食「、で形たっなと体一位三の」加参会社「」動

業の入口とし、ここに新たに運動や社会参加の要素が加わり、

今後は旅行やフィットネスなど、フレイル予防に資する様々な産

業の発掘と健全な育成に展開していくことが期待される。そのな

かでも、高齢期は人とのつながりの中で一緒に食べる、いわゆ

る「共食」が重要な視点として位置付けている。それこそ共食サ

ービス産業の創生なども戦略的に検討されている。全国への汎

用性を目的として、これらの取り組みを標準化し、従来の一次予

、くいてえ替り塗を側境環「、くなはでけだ）発啓（チーロプアの防

いわゆる『ゼロ次予防』」として、フレイル予防に資する新しい生

活習慣やまちづくりとして根付かせ、地域の住民が日常の生活を

永く続けられる仕組みを拡げていくことを目指していく。

フレイル予防に資するポピュレーションアプローチにおいては、

産学官民連携による総合知を包含した取り組みを行っていくこと

が重要になると考えるが、そのなかでも食品業界が牽引者とな

り、果たせる役割は多い。しかも、食は全ての人間にとって原点

であり、無関心層等にも情報を届かせるためにも食品業界の担

っている役割は大きいのであろう。これまでも、そしてこれからも、

国民のくらしの中で「食」は生きる上で欠かすことができないも

のである。だからこそ、単なる栄養摂取の情報提供にとどまらず、

食そのものを楽しむことや食を通したコミュニティづくりとしても

重要な役割がある。食品業界の多くの企業が、具体的な食提案

一位三の」加参会社「」動活体身「」養栄「柱のつ3の寿長康健と

体の取り組みを軸に業種業態を超えて地域の一員として、地域

に根差した食と健康の取り組みを推進していくことを展望する。

リサーチビジョン

人生100年時代の
フレイル予防産業創生に向けた取り組み 人生100年時代に入り、高齢期であってもいかに生活の質を保

ち、人生を生き切ることができるかという時代の要請に対して、

ジェロントロジー総合研究として応えていく必要がある。ヒトは自

然の老いのなかで「健康⇒フレイル⇒要介護⇒終末期⇒看取り」

程の中で、２つの視点が重要となる。1つ目として、住民（特に高

齢者）自身がどのように気づき、何に気を付けて行動変容してい

けるのか。そして2つ目として、住んでいる環境側をアレンジして

いくことである。その中には、住んでいるだけで結果的に地域交

流が進み、かつ身体を動かしているなどの環境整備も必要であ

ろう。それと同時に、住環境の中で本人の老いのサインを見える

化したり、オンライン技術で地域交流が推進されることも非常に

重要である。

もう一回り詳細に述べれば、以下の研究デザインの方向性が必

要であろう。健康長寿を実現するための具体的方策を考えてみ

ると、改めて国民の一人ひとりが気づきを得て、自分事化した後

に、意識変容や行動変容に促すことも当然ながら重要である。

それと同時に、国民が住んでいる地域コミュニティのあり方、お

よび住環境の要素も非常に重要な視点である。

健康のためにそれに資することを実践するだけではなく、多様な

スタイルで日常生活を過ごしていると、結果的に健康に資するこ

とにつながるという環境側の整備や工夫も大きく影響するので

あろう。その住環境要素の中でも、単に身体機能低下を持ち合

わせるご高齢の方がどのような住宅に住むのか、という単一の

視点だけではなく、最新テクノロジー技術も兼ね備わった住まい

で、どのように早期の段階でフレイル（＝多面的な老い）の兆候

を見出し、本人や家族に早期の警鐘を鳴らせる機能も兼ね備え

た住宅なのか、等の先進的な開発も大きく期待される。

そこで、我々の「フレイル予防におけるテクノロジー研究」として、

以下の内容を走らせている。

【１】 転倒骨折に関するモーションキャプチャー動作解析
　　・模擬住居を活用したカメラ型モーションキャプチャー
　　　動作解析
　　・着衣型モーションキャプチャー動作解析

【２】 マルチセンサーフージョンによるフレイル予兆検知

【３】 電力スマートメーターからのAI解析を活用した
　　フレイル予兆検知

【４】 フレイル早期予防のためのビッグデータAI解析
　　＜日立東大ラボ＞

【５】 postコロナ社会を見据えた「次世代ハイブリッド型
　　地域コミュニケーション」開発

リサーチビジョン
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特に、非接触型の安心見守り（監視）システムは重要であり、か

つ一定以上のニーズが存在する。しかし、倒れて動かない状態

なのか等、かなり重篤な状態やシビアな状況に陥ったケースが

多い傾向にある。また、行政による介護予防事業等の公的な取

り組みも進んでいるとはいえ、地域在住高齢者の参加者数もな

かなか裾広がりになりにくい現状もあり、健康状態を維持するた

めには多角的な支援が求められる。そこで、我々の研究デザイ

しとっょちで中の活生常日てしそ、で階段の期早とっも「、てしとン

た老いのサインを『フレイル予兆』として検知すること」に狙いを

定め、多様かつユニークな産学共同研究を推進している。

本研究で中心的に取り上げている「フレイル」は、身体的、精神・

心理的そして社会的な多面的な要素からなり、健常な状態よりは

虚弱化が進行しているが、いわゆる身体機能障害（disability)」と

は異なり、適切な介入によって健常状態に回復することが可能な

状態である。現在加速している高齢社会にあって、フレイルに対

する早期からの適切な対策が必要不可欠であり、そのための科

学的根拠の構築が必須である。我々のジェロントロジー総合研究

の一環として、地域在住高齢者の日常生活における「普段からし

ている行動」をいかに科学的根拠として客観的データとして取得

し、簡易なアセスメントが出来るのか、精力的に開発している。

さらに、コロナ感染の問題が3年目に入り、postコロナ社会を見

据えた新たな地域像を考えなければならない。フレイル予防・

養栄「、ずらわかかに無有の題問ナロコ型新、はにめたの策対

（食と口腔機能）、身体活動（運動、非運動性活動も）、社会参加

（人とのつながりが特に重要）」の３つの柱をいかに三位一体とし

る。そこには、①個人へどう情報を届け、意識変容・行動変容し

てもらうか、そして②住民活動休止状態の地域をどう前向きに再

構築していくのか、この２つの視点が重要になる。高齢者にはこ

の感染症に対して「正しく恐れる、賢く恐れる」ことを促しながら、

悪影響を早々に改善してもらいたい。すなわち、感染予防の対

策だけを強調するのではなく、それ以上に、生活不活発及び人

とのつながりも含めた社会性の低下に関する予防の重要性もし

っかりと伝えるべきである。また、人とのつながり（社会交流）を

維持するためには、次なる時代を見据えたオンライン技術へさら

に一歩踏み出す必要もある。身体がたとえ離れていても、心は

近づいており安心して交流が出来る地域社会を構築したい。そ

のような背景から、postコロナ社会を見据えた「次世代ハイブリ

ッド型地域コミュニケーション」開発に着手し、まずはオンライン

型フレイルチェック開発から行い、都内のモデル自治体2か所に

で地域実装されている。

で築構を」絆「てしそ、いま住びよお域地るあ」心安「、りよに上以

きる地域コミュニティを目指し、フレイル予防におけるテクノロジ

ー研究を推進している。

オンライン型フレイルチェック

リサーチビジョン

ヒトは大半の方々が、健康な状態から老いの坂道を下り、要介

ほど個人差が大きいいため、地域在住の方々のなかには多様な

状態の方々が混在して存続する。また、特に首都圏においては、

2025年以降、生活習慣病を含む様々な疾患を併せ持つだけで

はなく、身体機能低下、認知機能低下、うつ状態、独居や孤立

などに諸課題を有する高齢者が激増することも明らかである。

わが国は平成24２年度から地域支援事業において、要支援者

および２次予防事業対象者向けの介護予防・日常生活支援に資

する生活支援体制整備事業を施行し、全国の自治体でコーディ

ネーターの配置、協議体の設置等が行われ実施されるに至って

いる。日常のちょっとした困りごと（足腰が弱ってきて一人で買い

物に行けない、通院困難、ゴミ出しできない、電球の交換ができ

ない等）を手助けしてほしいというニーズへの対応として、強い

「互助」のシステムを期待したい。そのために、現在、千葉県柏

市のなかの豊四季台エリアをモデルフィールドとして「豊四季地

域さんあいネットワーク」の仕組みを構築中である。

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続するための仕組みと

しての地域包括ケアシステムは、在宅医療や介護サービスの専

門職による多職種連携の強化と同時に、フレイル期においての

日常生活の維持をするための生活支援体制の確保が重要な役

割となる。フレイルの進行はその段階において適切な生活支援

生活支援体制整備と
地域型ＩＣＴネットワークシステム構築研究

リサーチビジョン
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の投入がなされれば、その方の日常生活を普通に送り続けるこ

とが可能となる。生活支援の体制の強化はフレイル予防対策と

表裏一体の体制整備構造といっても良い。

そのためには、ICT (Information Communication Technology)

情報システムのさらなる利活用、並びにＡＩ情報処理能力を駆使

し、高齢者自身への自立支援と介護サービス、在宅医療までの

シームレスな連携を行える環境を構築することが必要となってく

る。この生活支援機能付き防災タブレットが各家庭に公共インフ

ラとして導入されることで、地域包括ケアシステムのプラットフォ

ーム上で、日常生活圏を基礎単位とする「地域コンセルジュ」が

介在した地域型ＩＣＴネットワークシステムが構築されることを狙

っている。さらに、その発展した介護予防・生活支援から在宅医

療・介護連携までの一体的な運用により、社会を支える情報基

盤システムの一つとして有用なツールになると考えている。

リサーチビジョン

わが国の超高齢化が進むなかで、特に75歳以上の後期高齢者

（なかでも85歳以上の超高齢者）が急増していくことも予測され

ている。具体的に見てみると、2005年から2030年までには後期

高齢者人口が倍増し、同時に認知症や独居高齢者も激増してい

きながら多死時代にも突入する。その多死時代は2039～ 2040

年頃がピークとも推計されている。

その超高齢化の流れに加え、医療の高度化、そして疾病構造も

大きく変化し、疾患や障害を持ち合わせながら長期に療養する

患者が増える時代に突入している。個々の症例の抱える問題も

多様化・重層化し、日々の臨床業務の中で頭を悩ます事例も少

なくない。さらに、在院日数の短縮化と在宅医療の高度化に伴

い、医療ニーズの高い患者が病院から早期に退院するようにな

ってきている。その現状を踏まえ、円滑な療養場所の移行のため

の多職種・多機関の連携の底上げが各地域単位で改めて求め

られる。言い換えれば、我が国の医療政策が問い直されており、

幅広い視点から医療・介護提供体制を大きく進化させていく時

期に来ている。

国の方針としての「地域包括ケアシステム」が打ち立てられ、10

年強の年数が経過した（図１）。要介護状態となっても、住み慣

れた地域で自分らしい生活を最期まで続けることができるように

地域内で助け合う体制のことを指す。特に、それぞれの地域の

実情に合った医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に

提供される体制を目指している。

なかでも在宅医療を軸とした地域医療の底上げと介護連携に重

や気運の醸成の具合を聞いてみると、当然ながら幅がある。高

齢期であってもいかに生活の質（Quality of Life：QOL）を保ち、

よく生き切って人生を閉じることができるかという時代の要請に

応える医療が今まさに求められている。そこには「病人である前

に『生活者』である」という理念の下に、住み慣れた街全体で生

から死までを地域全体で支え、みて（診て・看て）いくという地域

完結型の医療への進化、そして機能分化型のシステム型医療へ

のパラダイム転換が求められる。すなわち従来の「治す医療」か

ら『治し支える医療』という原点に立ち返る必要があり、その象

徴的存在がまさに在宅医療である。さらに強調するならば、医師

も中心人物の一人となって、全職種によるシームレス（切れ目の

ない）な現場を作り上げ、まさに今まで培ってきた「連携」から『統

合』へギアを上げ、セカンドステージに入っていくことが望まれる。

社会構造の変化 地域完結型医療のなかでの在宅
医療新時代：連携から統合へ

地域包括ケアシステム構築に関する研究
リサーチビジョン
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社会構造の変化 地域完結型医療のなかでの在宅
医療新時代：連携から統合へ

地域包括ケアシステム構築に関する研究
リサーチビジョン
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多職種連携/協働の重要性および
ケアチーム構築

地域包括ケアシステムの普及が時代の急務であるが、とりわけ今

後は重度化した高齢者も生活の場で継続的にケアをすることを考

慮すると在宅医療が不可欠である。地域包括ケアの願いである

）るけ続み住にちまたれ慣み住てし心安もてっ弱（』ecalP ni gnigA『

をモットーとしながら、在宅医療推進のモデルづくりにはいくつも

1.  24時間を見守るシステム開発

2.  多職種協働（inter-professional working: IPW）

3.  地区医師会と自治体行政の連携

4.  在宅医療・在宅ケアへの教育システム構築：on the jobト

レーニング「在宅医療推進のための地域における多職種

連携研修会」を開発

5.  多職種協働や住民啓発における行政側の役割

6.  

7.  医療・介護レセプトデータからのエビデンス創出

が進み、生活者としての患者本位で、外来機能や入院機能をも

つ病院医療と在宅医療の強い連携と調和が求められている。す

なわち、どの医療従事者も「『治し支える医療』を実現するため

の総合的視点」を持つことが重要である（図３）。我々がよく使用

人③、活生②、命生①「、はにefilるけおに葉言ういとLOQるす

生」という３つの意味を含んでいる。①生命（生理学的健康）に対

する支援だけではなく、②生活の充実（生きがいを含む）を支援

すること、さらには③人生の満足（生きがいを含む）を支援する

ことも必要となる。どんな場面であれ、この３つのlifeの意味が

実現されて欲しい。そして、多職種・多機関での連携が円滑に行

われ、必要な情報が迅速かつ適切に共有されることは、医療安

全、ケアの効果的な提供、そして最終的には患者や家族の満足

度向上等、さまざまな点で非常に効果的である。さらに、個々の

従事者のモチベーションアップにもつながり、ケアの質向上にも

連動していく好循環を生み出す。患者・家族中心のケアを実現

するには、地域医療を守る円滑な多職種連携、そしてこだわりを

持った多職種連携チームの存在が必要であり、そのチーム力が

問われている。まさにそのチーム力の結集はその地域ごとの「地

域力」と言っても過言ではないのであろう。

リサーチビジョン

の視点に工夫が必要である。本研究では、特に千葉県柏市を

フィールドとして、以下の視点にも焦点を当てながら進めている。

本研究で目指している「多職種協働（inter-professional working

:IPW）」を示す。症例ごとにさまざまな背景と異なる経過が予想

され、多様な専門職を必要とするケースも少なくない。多職種・

多機関での連携が円滑に行われ、必要な情報が迅速かつ適切

に共有されることは、医療安全、ケアの効果的な提供、患者や

家族の満足度向上等、さまざまな点で非常に効果的である。さ

らに、個々の従事者のモチベーションアップにもつながり、ケア

の質向上にも連動していく好循環を生み出す。

情報共有システム（information and communication 
technology：ICT）を活用した多職種間の情報連携

長寿時代の高齢者地域就労に関する研究
～セカンドライフの生きがいづくりに向けて

リサーチビジョン

東京大学 IOG（高齢者地域就労研究チーム）が取組む「高齢者

就労」に関する研究は、定年を迎えたシニアが自宅のある“ 地

域 ” の中で新たな活躍の場を見いだせるように、社会の制度・

政策、地域社会システムのあり方について社会提言を行いなが

ら、具体的な地域モデルを創造していくことを目的としている。社

会的フレイルの予防や生きがい支援の観点からも重要な研究課

題と認識している。

当研究における最大の課題は、私どもがⅡ層と称しているいわゆ

る「普通のシニア層（定年を迎えた会社員・公務員等や子育て

を終えたシニア層）」の “マッチングが進まない（雇用が成立しな

い。新たなセカンドキャリアに移行できない）”ということである。

経営者や自営業者あるいは明確な専門スキルを有している層は

今も昔も比較的スムーズにセカンドキャリアへ移行しやすく特段

の心配が不要な層であり、他方、生活困窮の状態にある層は生

計を確保するために就労は必然となる。この間に位置するのがⅡ

層であり、最もボリュームが大きい層であるが、その多くが活躍

の場を見いだせずにいる。この要因としては、企業や団体等がシ

ニアに求めるニーズと当該シニア層が仕事（新たな就労）に求め

るニーズが合わない “ ミスマッチの状態 ” が解消されないこと

が大きい。こうした状態は今に始まったことではないもののこの

問題を引続き放置してしまうと、生きがい等が満たされない不健

康なシニアがますます増え、社会にとっても貴重な労働力を失い

続ける結果を招いてしまう。

当研究チームでは、この問題の解決に向けて、次の３つの取り組

みを進めている。一つは、「発想の転換（パラダイムシフト）」。個

人、企業、社会全体に対して、生涯現役で活躍する意味や意義を

改めて広く啓発すること（特に地域で活躍することについて）。二

つは、「仕事（選択肢）の開拓・創造」。前述した普通のシニアの

仕事（新たな就労）に対するニーズを踏まえた形で、仕事の選択

肢を広げること。三つは、「マッチングシステム・イノベーション」。

こうした高齢者の活躍を支援する持続的な社会システム（機能）

を地域に実装していくことである。それぞれについてまだ取組む

べき課題も多いが、高齢者が活き活きと活躍できる生涯現役社

会の実現に向けて今後も精力的に取り組んでいく所存である。
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多職種連携/協働の重要性および
ケアチーム構築

地域包括ケアシステムの普及が時代の急務であるが、とりわけ今

後は重度化した高齢者も生活の場で継続的にケアをすることを考

慮すると在宅医療が不可欠である。地域包括ケアの願いである
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をモットーとしながら、在宅医療推進のモデルづくりにはいくつも

1.  24時間を見守るシステム開発

2.  多職種協働（inter-professional working: IPW）

3.  地区医師会と自治体行政の連携

4.  在宅医療・在宅ケアへの教育システム構築：on the jobト

レーニング「在宅医療推進のための地域における多職種

連携研修会」を開発

5.  多職種協働や住民啓発における行政側の役割

6.  

7.  医療・介護レセプトデータからのエビデンス創出

が進み、生活者としての患者本位で、外来機能や入院機能をも

つ病院医療と在宅医療の強い連携と調和が求められている。す

なわち、どの医療従事者も「『治し支える医療』を実現するため

の総合的視点」を持つことが重要である（図３）。我々がよく使用

人③、活生②、命生①「、はにefilるけおに葉言ういとLOQるす

生」という３つの意味を含んでいる。①生命（生理学的健康）に対

する支援だけではなく、②生活の充実（生きがいを含む）を支援

すること、さらには③人生の満足（生きがいを含む）を支援する

ことも必要となる。どんな場面であれ、この３つのlifeの意味が

実現されて欲しい。そして、多職種・多機関での連携が円滑に行

われ、必要な情報が迅速かつ適切に共有されることは、医療安

全、ケアの効果的な提供、そして最終的には患者や家族の満足

度向上等、さまざまな点で非常に効果的である。さらに、個々の

従事者のモチベーションアップにもつながり、ケアの質向上にも

連動していく好循環を生み出す。患者・家族中心のケアを実現

するには、地域医療を守る円滑な多職種連携、そしてこだわりを

持った多職種連携チームの存在が必要であり、そのチーム力が

問われている。まさにそのチーム力の結集はその地域ごとの「地

域力」と言っても過言ではないのであろう。

リサーチビジョン

の視点に工夫が必要である。本研究では、特に千葉県柏市を

フィールドとして、以下の視点にも焦点を当てながら進めている。

本研究で目指している「多職種協働（inter-professional working

:IPW）」を示す。症例ごとにさまざまな背景と異なる経過が予想

され、多様な専門職を必要とするケースも少なくない。多職種・

多機関での連携が円滑に行われ、必要な情報が迅速かつ適切

に共有されることは、医療安全、ケアの効果的な提供、患者や

家族の満足度向上等、さまざまな点で非常に効果的である。さ

らに、個々の従事者のモチベーションアップにもつながり、ケア

の質向上にも連動していく好循環を生み出す。

情報共有システム（information and communication 
technology：ICT）を活用した多職種間の情報連携

長寿時代の高齢者地域就労に関する研究
～セカンドライフの生きがいづくりに向けて

リサーチビジョン

東京大学 IOG（高齢者地域就労研究チーム）が取組む「高齢者

就労」に関する研究は、定年を迎えたシニアが自宅のある“ 地

域 ” の中で新たな活躍の場を見いだせるように、社会の制度・

政策、地域社会システムのあり方について社会提言を行いなが

ら、具体的な地域モデルを創造していくことを目的としている。社

会的フレイルの予防や生きがい支援の観点からも重要な研究課

題と認識している。

当研究における最大の課題は、私どもがⅡ層と称しているいわゆ

る「普通のシニア層（定年を迎えた会社員・公務員等や子育て

を終えたシニア層）」の “マッチングが進まない（雇用が成立しな

い。新たなセカンドキャリアに移行できない）”ということである。

経営者や自営業者あるいは明確な専門スキルを有している層は

今も昔も比較的スムーズにセカンドキャリアへ移行しやすく特段

の心配が不要な層であり、他方、生活困窮の状態にある層は生

計を確保するために就労は必然となる。この間に位置するのがⅡ

層であり、最もボリュームが大きい層であるが、その多くが活躍

の場を見いだせずにいる。この要因としては、企業や団体等がシ

ニアに求めるニーズと当該シニア層が仕事（新たな就労）に求め

るニーズが合わない “ ミスマッチの状態 ” が解消されないこと

が大きい。こうした状態は今に始まったことではないもののこの

問題を引続き放置してしまうと、生きがい等が満たされない不健

康なシニアがますます増え、社会にとっても貴重な労働力を失い

続ける結果を招いてしまう。

当研究チームでは、この問題の解決に向けて、次の３つの取り組

みを進めている。一つは、「発想の転換（パラダイムシフト）」。個

人、企業、社会全体に対して、生涯現役で活躍する意味や意義を

改めて広く啓発すること（特に地域で活躍することについて）。二

つは、「仕事（選択肢）の開拓・創造」。前述した普通のシニアの

仕事（新たな就労）に対するニーズを踏まえた形で、仕事の選択

肢を広げること。三つは、「マッチングシステム・イノベーション」。

こうした高齢者の活躍を支援する持続的な社会システム（機能）

を地域に実装していくことである。それぞれについてまだ取組む

べき課題も多いが、高齢者が活き活きと活躍できる生涯現役社

会の実現に向けて今後も精力的に取り組んでいく所存である。
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日本には高い心身機能と意欲を持ち様々な新しい活動に挑戦す

る高齢者もいれば，心身機能の減退や生きがいの喪失に直面し

生活に様々な支援を必要とする人もおり，支援ニーズもさまざま

である．また，その多様性を受けて高齢者の暮らしを支援する技

術も，社会参加から介護現場の支援まで非常に多様なものが求

められている．

高齢社会総合研究機構（IOG）では，学際的な組織ならではの多

様な専門性を活かし，AIやXR、ICT，ロボティクスなどの新技術

を開発し，自治体や企業等での運用，社会参加を促進する分野

横断研究を行っている．また，地域のキーパーソンとともに安全な

生活をサポートする見守りシステムや自己管理支援システム，日

常の移動を支援するパーソナルモビリティやMaaS，地域での自

立した生活を維持するための福祉用具を含めた支援機器の活用

促進に加え，疾患や個人特性に合わせた介護・リハビリ技術の研

究開発も進めている．さらに，それらの機器やシステムを普及す

るための制度や政策についての産官学連携の議論も行っている．

これからの健康長寿に向けた豊かな高齢社会づくりには，高齢

当事者や家族に限らず，より多くの世代との接点を増やし，地域

全体の課題として取り組む工夫が必要であり，テクノロジーの貢

献が期待される．例えば，ライフログやトリップデータ等を用い

た各世代の行動特性の分析は，地方地域交通におけるフレキシ

ブルな時空間活用や世代分断の進む都市部における多世代で

共有する場の設計への応用が期待できる．また，多世代が交流

する中でそれぞれのニーズ，関わり方，テクノロジーの使い方な

どを日常生活の中で学ぶことができれば，高齢者を含むすべて

の人々に配慮したコミュニティーや文化の育成につながると考え

られる．

IOGでは，今後私たちが直面する人口減少に備え，限られた社

会資源の中でテクノロジーとともに生きる将来像について活発

に議論し，地域住民と共に考えるインクルーシブな社会実現に

向けたテクノロジーの活用やコミュニティーづくりの促進を目指

している．

ジェロンテクノロジー研究
リサーチビジョン

日本が世界に先駆けて突入しつつある、誰しもが未だ見たこと

のない世界である超高齢社会における「住まいまちづくり」の

ビジョンを描き、地域の特性ごとに、そのビジョンを実現するた

めの社会の仕組みを攻究し、多様なるプレイヤーとともにアク

ションリサーチをベースに実現していくことが、IOGにおける「ま

ちづくり総合研究」の目的である。

この研究フィールドの特徴は、研究におけるズーム機能、フィル

ター機能を重視していることである。

ズーム機能とは、対象とする現象をミクロレベルからマクロレベ

ルまでシームレスに理解するための意志と知見を備えた研究組

織としての能力のことである。人間の身体動作やそれと深く関

連する空間の設えや住宅や施設の間取りに関わる、1：1の当

寸大・原寸大レベルの現象理解とそこでの課題解決を目指すと

同時に、1：10,000くらいで表現される地域社会における多様

な人間と居住空間・サービス提供拠点の分布、それらをつなぐ

各種地域インフラの配置、それらの間を移動する人間やサービ

スのモビリティ確保、の課題解決が目指されなければならない。

さらにその間に存在する、1：100レベルの住宅や施設の各種

性能確保、1：200レベルの住宅間、住宅と公共空間の間のコ

ミュニケーション空間のデザイン、1：500レベルの近隣コミュニ

ティのマネジメントデザインといった領域も、独立現象としてで

はなく同時存在現象として観察するズーム機能を重視しながら研

究を進めている。

またフィルター機能とは、上述の空間縮尺レベルをソフトから

ハード、システムまで分野横断的に総合化・統合化して課題解

決を図るという研究組織としての能力のことである。医学、保健

学、社会学、経済学、法学、工学、デザイン学といった各種の

専門家が同じフィールドに同じ気持ちで参加すること重要視しな

がら研究を進めている。

▲駄菓子屋

▲めじろ台駅前ショッピングセンター 春祭り

まちづくり総合研究
リサーチビジョン
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日本には高い心身機能と意欲を持ち様々な新しい活動に挑戦す

る高齢者もいれば，心身機能の減退や生きがいの喪失に直面し

生活に様々な支援を必要とする人もおり，支援ニーズもさまざま

である．また，その多様性を受けて高齢者の暮らしを支援する技

術も，社会参加から介護現場の支援まで非常に多様なものが求

められている．

高齢社会総合研究機構（IOG）では，学際的な組織ならではの多

様な専門性を活かし，AIやXR、ICT，ロボティクスなどの新技術

を開発し，自治体や企業等での運用，社会参加を促進する分野

横断研究を行っている．また，地域のキーパーソンとともに安全な

生活をサポートする見守りシステムや自己管理支援システム，日

常の移動を支援するパーソナルモビリティやMaaS，地域での自

立した生活を維持するための福祉用具を含めた支援機器の活用

促進に加え，疾患や個人特性に合わせた介護・リハビリ技術の研

究開発も進めている．さらに，それらの機器やシステムを普及す

るための制度や政策についての産官学連携の議論も行っている．

これからの健康長寿に向けた豊かな高齢社会づくりには，高齢

当事者や家族に限らず，より多くの世代との接点を増やし，地域

全体の課題として取り組む工夫が必要であり，テクノロジーの貢

献が期待される．例えば，ライフログやトリップデータ等を用い

た各世代の行動特性の分析は，地方地域交通におけるフレキシ

ブルな時空間活用や世代分断の進む都市部における多世代で

共有する場の設計への応用が期待できる．また，多世代が交流

する中でそれぞれのニーズ，関わり方，テクノロジーの使い方な

どを日常生活の中で学ぶことができれば，高齢者を含むすべて

の人々に配慮したコミュニティーや文化の育成につながると考え

られる．

IOGでは，今後私たちが直面する人口減少に備え，限られた社

会資源の中でテクノロジーとともに生きる将来像について活発

に議論し，地域住民と共に考えるインクルーシブな社会実現に

向けたテクノロジーの活用やコミュニティーづくりの促進を目指

している．

ジェロンテクノロジー研究
リサーチビジョン

日本が世界に先駆けて突入しつつある、誰しもが未だ見たこと

のない世界である超高齢社会における「住まいまちづくり」の

ビジョンを描き、地域の特性ごとに、そのビジョンを実現するた

めの社会の仕組みを攻究し、多様なるプレイヤーとともにアク

ションリサーチをベースに実現していくことが、IOGにおける「ま

ちづくり総合研究」の目的である。

この研究フィールドの特徴は、研究におけるズーム機能、フィル

ター機能を重視していることである。

ズーム機能とは、対象とする現象をミクロレベルからマクロレベ

ルまでシームレスに理解するための意志と知見を備えた研究組

織としての能力のことである。人間の身体動作やそれと深く関

連する空間の設えや住宅や施設の間取りに関わる、1：1の当

寸大・原寸大レベルの現象理解とそこでの課題解決を目指すと

同時に、1：10,000くらいで表現される地域社会における多様

な人間と居住空間・サービス提供拠点の分布、それらをつなぐ

各種地域インフラの配置、それらの間を移動する人間やサービ

スのモビリティ確保、の課題解決が目指されなければならない。

さらにその間に存在する、1：100レベルの住宅や施設の各種

性能確保、1：200レベルの住宅間、住宅と公共空間の間のコ

ミュニケーション空間のデザイン、1：500レベルの近隣コミュニ

ティのマネジメントデザインといった領域も、独立現象としてで

はなく同時存在現象として観察するズーム機能を重視しながら研

究を進めている。

またフィルター機能とは、上述の空間縮尺レベルをソフトから

ハード、システムまで分野横断的に総合化・統合化して課題解

決を図るという研究組織としての能力のことである。医学、保健

学、社会学、経済学、法学、工学、デザイン学といった各種の

専門家が同じフィールドに同じ気持ちで参加すること重要視しな

がら研究を進めている。

▲駄菓子屋

▲めじろ台駅前ショッピングセンター 春祭り

まちづくり総合研究
リサーチビジョン
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